
府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）　進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 回答担当

推進方策１ 市民の協働に対する意識の醸成

目標（１）市民協働に関する効果的な啓発・PR活動の推進

1 協働推進
課

市民協働の理念や市の取組
について、広く市民にお知ら
せするとともに、今後の取組
や活動につなぐことができる
よう、シンポジウムを開催し
ます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月
間に合わせ、ルミ
エール府中にお
いて、株式会社エ
ンパブリック代表
の広石氏による
基調講演と、これ
からの府中に必
要な取り組みや
自分たちに出来
ることを考える
ワークショップを
実施した。

【参加者数】108人
【参加者満足度】
講演90％、
WS100%、展示79%

講師からの資料
が事業当日の昼
であり、資料の配
付等参加者対応
が後手となってし
まったため、講師
との調整やスケ
ジュール管理等
改善の余地が
残った。

市民協働まつりと
一体感をもって実
施していくため指
定管理者事業に
移行し、市民活動
センタープラッツ
の開館記念と併
せて年２回開催す
る。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月
間に合わせ、市
民活動センターに
おいて、株式会社
AzMama代表取締
役の甲田氏によ
る基調講演と、府
中市内で実際に
活躍されている
NPO団体、市長を
パネリストとして
迎え、甲田氏によ
るパネルディス
カッションを実施
した。

【参加数】121人
【参加者満足度】
講演88％、パネ
ルディスカッション
78％

開催日時の設定
が参加対象者に
合っておらず、参
加率が低い結果
となった。

参加対象者に合
わせた開催がで
きるよう、早期に
施設予約を行う。
市内の身近な協
働事例の掘り起こ
しと団体との関係
づくりを行う。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月
間に合わせ、市
民活動センターに
おいて、産業能率
大学経営学部教
授の中島氏によ
る基調講演と、
「福祉」「まちづく
り」「青少年」と異
なる分野で活動さ
れている3名の府
中市民をパネリス
トとして迎え、中
島氏によるパネ
ルディスカッション
を実施した。
また、シンポジウ
ム終了後、登壇
者と希望者による
懇親会を実施し
た。

【参加者数】137名
【参加者満足度】
講演79％、パネ
ルディスカッション
83％

登壇者の確定が
遅れ、広報活動
のスケジュールに
影響した。
パネルディスカッ
ションの事前打合
せが十分ではな
かった。

参加対象者に合
わせた開催がで
きるよう、早めに
会場を確保する。
また、連絡を密に
取り合い、内容に
ついての協議、登
壇者へのアプ
ローチを早めに行
うとともに、スムー
ズに広報活動を
行う。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月
間に合わせ、市
民活動センターに
おいて、認定NPO
法人サービスグラ
ント代表理事の嵯
峨氏による基調
講演を実施した。
また、地域で活動
されている2名の
団体代表者より
事例紹介をしてい
ただくとともに、パ
ネリストとして迎
え、市民活動セン
ター館長吉田氏、
嵯峨氏によるパ
ネルディスカッショ
ンを実施した。
また、シンポジウ
ム終了後、登壇
者と希望者による
懇親会を実施し
た。

【参加者数】93名
【参加者満足度】
講演88％、パネ
ルディスカッション
90％

より多くの市民に
参加いただけるよ
う、シンポジウム
の開催形式を見
直すとともに、周
知を強化する。

協働推進係

2 協働推進
課

文化生涯
学習課

市民や各活動団体等の要請
に応じ、市が目指す市民協
働の理念や取組状況等につ
いて、市職員が講師となって
情報提供を行う出前講座を
積極的に実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

継続して出前講
座のメニューに掲
載するとともに、
市ホームページ
のコンテンツを作
成した。
【講座要請数】０
回

取組の認知度の
向上。

出前講座自体の
活用状況を把握
するとともに、提
案型協働事業の
PRチラシへの掲
載や協働に関す
る事業等で積極
的に周知を図る。

計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】１
回

取組の認知度の
向上。

引き続き、出前講
座自体の活用状
況を把握するとと
もに、提案型協働
事業のPRチラシ
への掲載や協働
に関する事業の
ほか他課に働き
かけを行うなど積
極的に周知を図
る。

計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】１
回

取組の認知度の
向上。

引き続き、出前講
座自体の活用状
況を把握するとと
もに、提案型協働
事業のPRチラシ
への掲載や協働
に関する事業の
ほか他課に働き
かけを行うなど積
極的に周知を図
る。

計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】0回

引き続き、出前講
座自体の活用状
況を把握するとと
もに、提案型協働
事業のPRチラシ
への掲載や協働
に関する事業の
ほか他課に働き
かけを行うなど積
極的に周知を図
る。

協働推進係

3 協働推進
課

関係課

市内の各活動団体等の様々
な協働事例から、ノウハウや
成果等を学ぶとともに、実務
の手引にもなる事例集を作
成します。

発行 発行 発行
計画通り
に進んで
いない

組織改正に伴い
発行を平成29年4
月とした。
【作成部数】
1,000部

指定管理者事業
に移行するため、
掲載事業等より
一層の情報共有
が必要となる。

SNSを活用し、協
働事業を随時紹
介いただくととも
に、年度末に取組
をまとめた形で事
例集として発行い
ただく予定。

次年度へ向けた
取組については、
指定管理者との
打合せで提案が
あったものである
が、口頭でのやり
取りであったた
め、今後打合せ
の中で確認をして
いく。

計画通り
に進んで
いる

28年度に作った
事例集をプラッツ
HPにリンクを貼っ
て紹介。また、そ
れ以外の事例に
ついてもプラッツ
の機関誌やSNS
やHPを活用し、少
しずつ紹介をして
いっている。

28年度に作成し
た紙版の残数が
少なく、配布がで
きない。新規に取
材・紹介をして
いっているが、事
例が少ない。

事例の掘り起こ
し。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管

計画通り
に進んで
いる

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例を少しずつ紹
介していってい
る。

配布活用できる
紙版がないので、
アピールが弱い。

紙媒体の更新に
向け、事例のス
トックと取材や編
集に協力してもら
える人材の育成
について検討。

計画通り
に進んで
いる

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例を少しずつ紹
介していってい
る。

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例をまとめて見
ることができるよ
うな、一覧ページ
の作成を検討す
る。

市民活動センター

目標（２）新たに協働に取り組もうとする市民への参加の機会づくり

4 協働推進
課

これまで、意欲はあっても公
益的な活動や協働事業に参
加する機会がなかった市民
や、これらの取組に参加した
いという意欲のある若い世代
を対象とした講座や講演会
などを開催します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民協働・ボラン
ティアの1stステッ
プ講座として、
NPO法人府中市
民活動支援セン
ターの林氏を講
師とし、協働の必
要性や地域への
波及効果、協働
事例に関する座
学及び協働事業
の体験・見学ツ
アーなど、2期3コ
マ開催した。
【参加者数】前期
10人・後期10人
（計20人）
【参加者満足度】
100%

ターゲット層とし
て、初心者を想定
していたが、すで
に市民活動に取
り組んでいる方の
参加が多数あっ
た。
参加者満足度は
高いものではあっ
たが、対象と参加
者のミスマッチが
あったため、事業
内容等の見直し
の余地がある。

指定管理者事業
に移行し、市民活
動に取り組む市
民の拡充を図ると
ともに、すでに市
民活動に取り組
んでいる市民に
協働を理解いた
だけるような講座
を引き続き開催す
る。

平成29年度より
協働推進課へ事
務移管

計画通り
に進んで
いる

①市民活動入門
講座を開催した。
・「まちに踏み出
す！ボランティア」
16名
・「おいしいでつな
げよう！まちづく
りの輪」16名
・「男の市民活動
入門」14名
・「あなたのスキ
ルが街を変える」
24名
②講演会を開催
した。
・「外遊びの楽しさ
再発見！゛冒険遊
び場”ってなぁ
に？」50名
・ﾄｰｸｾｯｼｮﾝ「閉ざ
された心が開くと
き～少年たちへ
のアプローチから
見えること～」150
名

①入門講座は、
単発の講座の繰
り返しでは実際の
活動への足掛か
りとしては限界が
ある。

②講演会は、社
会課題の啓発、
活動への参加の
きっかけとして有
効であるので、
様々なテーマで
の開催が必要。

①入門講座は連
続講座として開催
する。

②講演会はプラッ
ツ1周年にあわせ
て告知を強化し、
市民活動への関
心層を広げる。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管
※商業施設と同じ
建物内にあるた
め、無関心層の
来場が多く見られ
る。そのため、ま
ずは無関心層を
関心層に『引きあ
げるための取組
を行っている状況
である。

計画通り
に進んで
いる

①入門講座2クー
ル開催。
はじめての市民
活動入門編（全5
回）/50から始め
るまち活塾（全4
回）
修了生が市民活
動団体を作り活
動開始。

②講演会は、1周
年企画として「川
畠成道後援会＆
ミニヴァイオリンコ
ンサート」を開催
した。

③無関心層の引
き上げの為（入門
講座や講演会に
参加する以前の
方向け）に、「プ
ラっとカフェ」を開
催。8回

①入門講座はシ
ニアの参加をどう
促すかが課題。

②講演会は、引き
続き様々なテーマ
出しで、が課題。

③活動に興味を
持ってくれる方は
いるが、その場自
体がさらに気軽に
おしゃべりでき、
課題を持ち寄れ
る雰囲気づくり。

①講座修了生の
グループ化の支
援と、同様の連続
講座を引き続き実
施する。

②多様なテーマ
で複数回の開
催。

③ミニ講演会にな
らないよう、参加
者が自分を出せ
る雰囲気づくりに
留意しながら継
続。

計画通り
に進んで
いる

①子育て世代向け講座
（５～6月開催）
全5回。
集客に課題は残したが
満足度は非常に高く、受
講生の内二人が講座終
了後すぐに自分のスキ
ル（音楽）を活かした活動
を始めた。
⓶シニア向け講座
全4回。受講生5名
現役時代のキャリア、ス
キルを活かしてのライフ
シフトの提案講座。最終
回「活動への決意表明」
は、コロナの影響による
自粛のため、次年度への
無期延期とし、継続した
サポートを続ける。
③実践ボランティア活動
講座（絵本ボランティア）
2回開催
講座終了後、事務局か
ら、ボランティアの実践の
呼びかけをしたところ、継
続的なボランティアが生
まれた、
④講演会１～⑦講演会４
「引きこもりを考える/林
恭子」（8月）
「セカンドキャリアを考え
る/内多勝康」（10月）
「発達障害とカサンドラを
考える/櫻田万里」（1月）
「チロリが教えてくれた人
と犬が共存する社会/大
木トオル」（2月）

①集客の伸びが見込
めないため、受講生
ターゲットを、属性別
でなく、目的別にしぼ
り、R2年度は、「ライ
ター養成講座」を実施
する。ライティングと
いうスキルを身につ
けると同時に、取材な
どを通じて市民活動
に興味を持ってもらう
ことを目的とする。修
了後はkokoikoの市民
ライターなどとして活
躍してもらう予定。

⓶は、力を入れてい
きたいシニア層の掘り
起こしのため、継続。
タイトル、講座内容の
一層のブラッシュアッ
プを図る。

③コロナで中断してし
まったため、まずは活
動の再開と、自立した
団体の立ち上げ支援
をサポートしていく。

④⑤⑥⑦
講演会はテーマ別に
したことで、熱心な参
加者が多く、それぞれ
の活動意欲を喚起す
る働きかけができた。

市民活動センター

指導室
計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持
ち、積極的に地域
活動や協働のま
ちづくりに取り組
む将来の人材等
を育成するため、
児童・生徒等の子
どもたちが地域と
つながりを深める
ことができる事業
を実施することが
できた。

さらに児童・生徒
等の子どもたちが
地域とつながりを
深めることができ
る方策について
の研究等を行い
つつ、事業継続さ
せていくことが課
題である。

引き続き事業を実
施する。

計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持
ち、積極的に地域
活動や協働のま
ちづくりに取り組
む将来の人材等
を育成するため、
児童・生徒等の子
どもたちが地域と
つながりを深める
ことができる事業
を実施することが
できた。

引き続き、児童・
生徒等の子ども
たちが地域とつな
がりを深めること
ができる方策につ
いての研究等を
行いつつ、事業推
進することが課題
である。

引き続き事業を実
施する。

計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持
ち、積極的に地域
活動や協働のま
ちづくりに取り組
む将来の人材等
を育成するため、
児童・生徒等の子
どもたちが地域と
つながりを深める
ことができる事業
を実施することが
できた。

引き続き、児童・
生徒等の子ども
たちが地域とつな
がりを深めること
ができる方策につ
いての研究等を
行いつつ、事業推
進することが課題
である。

引き続き事業を実
施する。

計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持
ち、積極的に地域
活動や協働のま
ちづくりに取り組
む将来の人材等
を育成するため、
児童・生徒等の子
どもたちが地域と
つながりを深める
ことができる事業
を実施することが
できた。

引き続き、児童・
生徒等の子ども
たちが地域とつな
がりを深めること
ができる方策につ
いての研究等を
行いつつ、事業を
推進する。

指導室

児童青少
年課

計画通り
に進んで
いる

放課後子ども教
室事業や青少年
健全育成強調事
業など、NPO法人
や地域のボラン
ティアと協力し合
いながら、様々な
イベントや啓発活
動をとおして、地
域と子どもたちと
のつながりを深め
ることができた。

目的を明確に共
有し、市と事業者
のお互いの立場
を理解するため、
より情報交換を密
に行う必要があ
る。

昨年度に引き続
き、青少年健全育
成のため、NPO法
人や地域と協力し
合いながら事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

放課後子ども教
室事業や青少年
健全育成強調事
業など、NPO法人
や地域のボラン
ティアと協力し合
いながら、様々な
イベントや啓発活
動をとおして、地
域と子どもたちと
のつながりを深め
ることができた。

情報交換を密に
行い、お互いの立
場を理解しあうこ
とで、市と協力者
のより良い協働関
係を構築する必
要がある。

引き続き、青少年
健全育成のた
め、NPO法人や
地域と協力し合い
ながら事業を進め
ていく。

計画通り
に進んで
いる

ＮＰＯ法人や地域
のボランティアと
協力し合いなが
ら、放課後子ども
教室事業や青少
年対策地区委員
会事業など青少
年健全育成に係
る様々なイベント
や啓発活動を実
施し、地域と子ど
もたちとのつなが
りを深めることが
できた。

協力者と情報交
換を密に行い、お
互いの立場を理
解しあうことで、
市と協力者のより
良い協働関係を
構築する必要が
ある。

引き続き、ＮＰＯ
法人や地域のボ
ランティアと協力
し、相互の能力を
生かした青少年
健全育成事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

ＮＰＯ法人や地域
のボランティアと
協力し合いなが
ら、放課後子ども
教室事業や青少
年対策地区委員
会事業など青少
年健全育成に係
る様々なイベント
や啓発活動を実
施し、地域と子ど
もたちとのつなが
りを深めることが
できた。

引き続き、ＮＰＯ
法人や地域のボ
ランティアと協力
し、相互の能力を
生かした青少年
健全育成事業を
進めていく。

児童青少年課

No 主管課推進方策・目標・施策 H29関係課

計画

R3

進捗状況

事業内容

5 継続実施

市民協働推進シンポジウムの開
催

市民協働出前講座の実施

協働事例集の作成

R1

継続実施 継続実施
地域コミュ
ニティ課

地域に愛着を持ち、積極的
に地域活動や協働のまちづ
くりに取り組む将来の人材を
育成するため、児童・生徒等
の子どもたちが地域とつなが
りを深めることができる事業
を実施します。

次代の協働の担い手の育成に向
けた各種事業の実施

市民活動・協働に関する入門講座
の実施

H30 R1H28
R2
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府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）　進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 回答担当

No 主管課推進方策・目標・施策 H29関係課

計画

R3

進捗状況

事業内容
R1

H30 R1H28
R2

目標（３）地域を支える各リーダーに対する啓発・情報提供

6 協働推進
課

各活動団体のうち、特に地
縁型活動団体及び目的型活
動団体のリーダーや活動の
担い手となる人材を対象に
組織基盤を強化するととも
に、協働に関する学習会等
を実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民協働のリー
ダー学習会とし
て、IIHOE代表の
川北氏を講師と
し、府中市の状況
や今後どのような
問題に直面する
かの確認を通じ、
事業と団体を続け
るための基礎の
再確認をするとと
もに、協働の必要
性やメリット、コツ
などを学ぶ講座を
実施した。
【参加者数】15人
【参加者満足度】
92%

予算的に講師に
無理をお願いする
ことになってし
まったこと、また、
協働先との参加
費の徴取に対す
る認識にズレが
あったため、事業
計画時に十分議
論すべきであっ
た。

ターゲット層がす
でに市民活動に
取り組んでいる市
民であるため、指
定管理者事業に
移行し、協働につ
いて理解いただけ
るような講座を引
き続き開催する。

計画通り
に進んで
いる

専門講座の開催
・「資金調達力を
磨く」16名
・「資金調達力を
磨く　2」15名
・「伝えたいが伝
わるチラシをつく
る！」19名
・「写真を活かした
広報戦略」28名
・「Facebook発信
講座」22名
・「チーム力を上
げて地域をもりあ
げよう！」15名
・「チーム力を上
げて地域をもりあ
げよう！2」16名
・「チーム力を上
げて地域をもりあ
げよう！3」15名
・「人が集まる！
成功するイベント
の作り方①」24名
「人が集まる！成
功するイベントの
作り方②」12名

多様なテーマを設
定し、座学だけで
はないワークも豊
富な⑦内容を提
供し、実践的な内
容としたが、その
後、そこで得た学
びがどのように生
かされているか拾
えていない。

学ぶだけでなく、
実際に活用でき
ているか、来館時
などに声掛けしつ
ながりを継続しな
がらフォローアッ
プしていく。

また、引き続きす
でに活動している
層が必要な知
識、スキルが学べ
る講座を展開して
いく。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管
※開館後登録団
体数が伸びてい
るため、まずは団
体の組織基盤の
強化が緊迫の課
題である。今後状
況を見ながら協
働への理解を深
める取組につい
ても検討するよう
働きかける。

計画通り
に進んで
いる

専門講座の開催
12回開催
・「これからのNPO・市
民活動を一緒に考え
よう」18名
・「団体・組織の運営
スキルを学ぶ」16名
・「伝えたいが伝わ
る！チラシ作り」27名
・「助成金を獲得する
7つの方法1」26名
・「助成金を獲得する
7つの方法2」15名
・「人が集まるチラシ
デザインのコツ」35名
・「写真を活かした広
報戦略」27名
・「マーケティングに効
果的なホームページ
活用講座」27名
・「Facebookで仲間を
増やそう！」20名
・「団体のための情報
発信講座！団体でPR
映像を作ろう！～
iPadで作る映画製作
から1」11名
・「団体でPR映像を作
ろう！～iPadで作る映
画製作から2」11名
・「人が集まるチラシ
デザインのコツ・リ
ターンズ」29名

多様なテーマを設
定し、座学だけで
はないワークも豊
富な内容を提供
し、実践的な内容
としたが、その
後、そこで得た学
びがどのように団
体活動に活かさ
れ、基盤が強化さ
れているのか効
果が拾えていな
い。

団体として連続し
て受講してもら
い、伴走等も行い
ながら、団体の基
盤強化に成果を
出してもらう。

計画通り
に進んで
いる

全12回246名が参加
前講座の平均点86.8点
①「NPOが目ざすカタチ-
発想の転換　これからの
20年-」32名
②「チームを活性化させ
る会議のコツ」32名
③「NPOのためのバック
オフィス」　19名
④「団体・組織運営スキ
ルアップ1」7名
⑤「団体・組織運営スキ
ルアップ2」6名
⑥「団体が成長するため
の助成金の活用」22名
⑦「「伝えたい！」をカタ
チにするチラシ講座」33
名
⑧「実例で学ぶWebサイ
ト活用講座」26名
⑨「団体の基盤を整える
情報セキュリティ講座」12
名
⑩「共感を呼ぶクラウド
ファンディング1」18名
⑪「共感を呼ぶクラウド
ファンディング2」15名
⑫「見た目で惹きつけ
る！団体のロゴづくり講
座」24名
〇プラッツアカデミー会
員制度」を開始。6団体が
エントリー。のべ46名が
参加。交流会を1回開
催。

立ち上げ期の団
体から多年度活
動している団体ま
で、団体の状況に
沿った受講ができ
るよう、同じテー
マを初級中級編
等複数回の講座
を設定し、団体に
適した講座の受
講を進め、団体の
成長を促す。
プラッツアカデ
ミーを継続し、登
録団体支援を行
う。

市民活動センター

目標（４）大学・学生との協働の推進

7 協働推進
課

全課

大学・学生と、更に効果的な
協働事業を実施するため、
市の市民協働に向けた取組
に係る情報や、市内における
協働の機会等に係る情報を
積極的に提供します。また、
市との協働事業を実施する
ため、相談・調整をしやすい
環境を整えます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

大学・学生との協
働事業について、
連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学、明治大
学と連携会議を
開催し、新規事業
を含む協働事業
を実施した。

新たな分野での
協働連携事業の

拡大

大学・学生との協
働事業について
は、新たな分野で
の協働・連携を実
施していくため、
引続き相談・調整
しやすい環境を整
える。

計画通り
に進んで
いる

平成29年度から
大学連携につい
て政策課から、協
働推進課へ事務
移管があった。連
携体制を構築して
いる東京農工大
学、東京外国語
大学と協働事業
について情報共
有を行った。

大学によって関わ
り方が違うため相
談・調整しやすい
環境づくりを行う
とともに、窓口の
周知を行う必要
がある。また、協
定を締結している
大学以外の大学
とも協働事業の
内容を把握すると
ともにより密な体
制の構築を図る。

引き続き、相談・
調整しやすい環
境を整えるととも
に連携体制がより
密になるよう検討
していく。

計画通り
に進んで
いる

連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学と協働事
業について情報
共有を行った。

大学によって関わ
り方が違うため相
談・調整しやすい
環境づくりを行う
とともに、窓口の
周知を行う必要
がある。また、協
定を締結している
大学以外の大学
とも協働事業の
内容を把握すると
ともにより密な体
制の構築を図る。

引き続き、相談・
調整しやすい環
境を整えるととも
に市と大学、大学
同士のより一層
の連携推進のた
め新たな連携体
制について検討
する。

計画通り
に進んで
いる

連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学と協働事
業について情報
共有を行った。

引き続き、相談・
調整しやすい環
境を整えるととも
に市と大学、大学
同士のより一層
の連携推進のた
め新たな連携体
制について検討
する。

協働推進係

目標（５）企業との協働の推進

8 産業振興
課

協働推進
課

企業に対して、市が推進する
市民協働に関する情報を、
市民活動センターや商工会
議所等を通じ、積極的に提
供します。
また、市との協働事業を実施
するため、相談・調整をしや
すい環境を整えます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供の実施
を継続する。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供の実施
を継続する。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供の実施
を継続する。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

継続して情報提
供に努める。

産業振興課

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業のマッチング
を支援するガイド
ブックの提供を
行った。また、セ
ンターＨＰにおい
て企業紹介を行う
とともに、企業紹
介の新たな仕組
みについて具体
的な検討を行っ
た。

センターＨＰを活
用し、企業のマッ
チングがより一層
円滑に進むよう、
新たな仕組みの
整備を行ってい
く。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰをリニュー
アルし、きめ細か
く企業紹介を行っ
た。

センターＨＰや異
業種交流事業な
どを活用し、企業
のマッチングがよ
り一層円滑に進
むよう整備を行っ
ていく。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰをリニュー
アルし、きめ細か
く企業紹介を行っ
た。

センターＨＰや異
業種交流事業な
どを活用し、企業
のマッチングがよ
り一層円滑に進
むよう整備を行っ
ていく。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰを更新し、
きめ細かく企業紹
介を行った。

継続して情報提
供に努める。

産業振興課

計画通り
に進んで
いる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。

平成29年度から
企業連携につい
て、政策課より事
務移管があるた
め、より一層取り
組む必要がある。

情報共有の仕組
みの整備に着手
する。

計画通り
に進んで
いない

他市の事例等を
中心に調査を行う
とともに、市民活
動センターと、企
業による協働の
取組や,CSR活動
の紹介など、情報
共有の仕組みに
ついて協議した。

市民活動センター
の開館に伴い、企
業による協働の
取組や、ＣＳＲの
活動を紹介する
など、積極的に取
り組む必要があ
る。

市民活動センター
と連携しながら、
企業による協働
の取組や、CSR
の活動を紹介し、
企業との協働を
推進する仕組み
を整備する。

計画通り
に進んで
いる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。
また、あいおい
ニッセイ同和損害
保険株式会社と
地域活性化に関
する協定を締結し
た。

市民活動センター
と連携し、企業に
よる協働の取組
や、ＣＳＲの活動
を紹介するなど、
積極的に取り組
む必要がある。

引き続き、企業と
関係課をつなぐ情
報提供等を行うと
ともに、市民活動
センターと連携し
ながら、企業によ
る協働の取組や、
CSRの活動を紹
介するなど、企業
との協働を推進
する仕組みを整
備する。

計画通り
に進んで
いる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。
また、三井住友海
上火災保険株式
会社と地域活性
化に関する協定
を締結した。

引き続き、企業と
関係課をつなぐ情
報提供等を行うと
ともに、市民活動
センターと連携し
ながら、企業によ
る協働の取組や、
CSRの活動を紹
介するなど、企業
との協働を推進
する仕組みを整
備する。

協働推進係

推進方策２ 職員の意識改革及びスキルアップ

目標（１）職員研修の充実等

職員課
計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

情報共有及び協
議が円滑に進
み、実施に向けて
の方向性を示せ
た。

協議を踏まえ、関
係課と詳細な研
修プログラム構築
に向けて更なる
検討・協議を進め
ていく。

計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

－
引き続き、関係課
と協力し、事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

－
引き続き、関係課
と協力し、事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

引き続き、関係課
と協力し、事業を
進めていく。

職員課

協働推進
課

計画通り
に進んで
いる

具体的な実施に
向け、関係課と協
議を行った。

－

入庁6年目の職員
を対象に、協働の
現場に職員を派
遣する。

計画通り
に進んで
いる

具体的な実施に
向け、関係課と協
議を行った。
今年度より、入庁
6年目の職員を対
象に、協働の現
場に派遣する体
験型の研修を行
い、１２団体へ派
遣した。

体験研修につい
て、体験先により
時間や内容の濃
さにバラつきがあ
る。また、イベント
の人員として捉え
ている団体もあ
る。

引き続き入庁6年
目の職員を対象
に協働の現場に
職員の派遣を行
うほか、派遣団体
に対する周知や
応募要件の見直
しを検討する。

計画通り
に進んで
いる

入庁6年目の職員
を対象に、協働の
現場に派遣する
体験型の研修を
行い、１９団体へ
派遣した。

体験研修前のオ
リエンテーション
を必須条件とする
など、応募要件を
見直したが、体験
先により研修生の
満足度に差が生
じている。

引き続き入庁6年
目の職員を対象
に協働の現場に
職員の派遣を行
うほか、派遣団体
に対する周知や
応募要件の見直
しを検討する。

計画通り
に進んで
いる

入庁6年目の職員
を対象に、協働の
現場に派遣する
体験型の研修を
行い、過去の体
験研修で満足度
の高い６団体へ
派遣した。

引き続き入庁6年
目の職員を対象
に協働の現場に
職員の派遣を行
うほか、派遣先の
見直しを行う。

協働推進係

協働推進課

市民協働の理念や推進手法
を学ぶ従来の研修に加え、
実際の協働の現場において
体験型の研修を行うなど、研
修プログラムの充実を図りま
す。

職員研修プログラムの充実

専門講座の実施

企業との協働を推進するための各
種仕組みの整備

企業に対する市民協働に関する
情報の積極的な提供

10

市民協働推進シンポジウムの開催

9

大学・学生への市民協働に係る情
報提供及び相談窓口の充実

継続実施

継続実施
産業振興
課

企業と各活動団体や市と
が、積極的に協働事業を検
討し、実施できるようにする
ため、相互に相談・調整・情
報交換ができる仕組みや、
市が推進する市民協働の取
組に賛同し、協働によるまち
づくりや各活動団体への支
援などに積極的な企業を紹
介する仕組みを整備します。

協働推進
課

継続実施

継続実施継続実施

継続実施
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府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）　進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 回答担当

No 主管課推進方策・目標・施策 H29関係課

計画

R3

進捗状況

事業内容
R1

H30 R1H28
R2

目標（２）職員が協働の経験を積むための環境づくり

11 協働推進
課

職員課
休暇制度の啓発など、職員
が公益的な活動に参加しや
すい環境を推進します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いない

休暇制度や勤務
条件についての
調査・研究を進め
た。

ボランティア休暇
の対象範囲を拡
大するとともに、
承認方法の変更
を要するため、規
則の整備が必要
となる。

ボランティア休暇
の拡充を図り、運
用を開始する。

完了（目
標を達
成）

平成２９年７月１
日からボランティ
ア休暇の対象範
囲の拡大を行っ
た。（7人・16件の
取得実績あり）

対象範囲に、
「国、地方公共団
体が主催、共催、
協賛又は後援す
る事業を支援する
活動」などを追加
したが、取得イ
メージを容易にす
るために、具体的
な事例等を示して
いく必要がある。

これまでの１日単
位の取得から、必
要な時間だけ取
得を可能とする、
時間単位での取
得を認めたことか
ら、更なる取得を
促進していく。

計画通り
に進んで
いない

制度の拡大を
行って以降、取得
促進のための周
知等を行っていな
い。

取得促進のため
の周知を行う必
要がある。

庁内報での制度
紹介など、取得促
進のための周知
を行う。

計画通り
に進んで
いる

取得促進のた
め、庁内報「協働
通信」に掲載し、
周知を行った。

引き続き、庁内報
に掲載するなど、
取得促進のため
の周知を行う。

協働推進係

推進方策３ 情報共有及び双方向型コミュニケーションの推進

目標（１）市からの情報発信方法の充実

12 協働推進
課

「コミュニティサイトふちゅう」
やインターネット等を活用し
て、市民や各活動団体等の
公益的な活動や協働に関す
る情報を収集するとともに、
分かりやすく発信します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

ＳＮＳによる情報
発信とセキュリ
ティに関する講座
の開催及び質問
会の開催を行い、
団体の情報発信
力の強化を図っ
た。

都合が合わず、
受講できなかった
団体もある。

指定管理者との
協議のもと、コミュ
ニティサイトふ
ちゅう活用講座の
開催やＳＮＳによ
る情報発信など
のほか、情報提
供のさらなる拡充
を図る。

計画通り
に進んで
いる

指定管理者によ
り、センター登録
団体とコミュニティ
サイトふちゅうの
登録団体の統一
化をしたことに加
え、コミュニティサ
イトふちゅう活用
講座兼団体交流
会を開催し、団体
の情報発信力の
強化を図った。
また、メールマガ
ジンの配信も開
始した。

コミュニティサイト
ふちゅうを活用し
ている団体が限ら
れている。

コミュニティサイト
ふちゅう活用講座
の開催を継続す
るとともに、団体
登録更新完了時
のアナウンスやイ
ベントの際の団体
展示ブース出展
時、プラッツHP等
による団体イベン
ト紹介時等に声
掛けし利用を促
す。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管

計画通り
に進んで
いる

市民活動団体の
登録団体数が約
400団体となり、
各団体の新規登
録および更新時
にコミュニティサイ
トふちゅうの活
用・操作に関する
アドバイスを体系
的に行うことがで
きたため、掲載件
数が増加した。

10年以上継続活
用している現コ
ミュニティサイトふ
ちゅうのポータル
サイト機能および
デザイン面で充
実が必要な状況
となり、新たなシ
ステムの検討を
進めなければなら
ない。

WebやSNS媒体を
通じて、市民活動
団体と市民、他組
織との協働コー
ディネートに資す
る新たなポータル
サイトの構築を目
指し、新システム
の導入に取り組
む。

計画通り
に進んで
いる

市民活動団体の
登録団体数が約
486団体となり、コ
ミュニティサイトふ
ちゅうへ活動情報
等を掲載する団
体が増えた。
さらに、機能、デ
ザインを一新した
新たなポータルサ
イト「プラnet」のサ
イトデザインおよ
び3月にはプレ
オープンすること
ができ、全登録団
体のページ情報
をコミュニティサイ
トふちゅうから移
行した。

「プラnet」の運用
が本格的にス
タートすることか
ら、サイトの新機
能となる協働の可
視化を目的とした
マッチング機能や
SNSとの連携、オ
リジナルマップ作
成などを団体とと
もに活用し、情報
を充実させる。
また新型コロナウ
イルスの状況を
注視しながら、各
団体へ操作説明
会を市内各所で
展開したい。

新たなポータルサ
イト「プラnet」には
市民活動団体だ
けでなく、公益的
な活動に取り組
む企業や自治
会、学校、行政各
課も掲載可能で
あり、無料で活用
できる操作性・デ
ザイン性・拡張性
の高いサイトであ
ることから、ユー
ザー登録に向け
て広くPRする。

市民活動センター

13 協働推進
課

市における協働事業などの
取組等、適時情報提供でき
るように、市ホームページを
活用するとともに、協働に取
り組む各活動団体の取組等
についても、市民、各活動団
体等に分かりやすく発信しま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

平成29年度より、
一部の協働に関
する事業が指定
管理者事業に移
行するため、掲載
方法等検討の余
地がある。

掲載しているコン
テンツの掲載方
法等見直しを図る
とともに、市民が
活用しやすいよう
なコンテンツを作
成する。

計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

掲載しているコン
テンツをより一層
市民が活用しや
すくなるよう、掲
載方法を見直す
余地がある。

引き続き、掲載し
ているコンテンツ
の掲載方法等見
直しを図るととも
に、市民が活用し
やすいようなコン
テンツを作成す
る。

計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

掲載しているコン
テンツをより一層
市民が活用しや
すくなるよう、掲
載方法を見直す
余地がある。

引き続き、掲載し
ているコンテンツ
の掲載方法等見
直しを図るととも
に、市民が活用し
やすいようなコン
テンツを作成す
る。

計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

引き続き、掲載し
ているコンテンツ
の掲載方法等見
直しを図るととも
に、市民が活用し
やすいようなコン
テンツを作成す
る。

協働推進係

目標（２）情報共有と双方向のコミュニケーション機能の拡充

14 広報課

市民が自分に合った広報・広
聴の手法をより一層活用す
ることができるよう、ＳＮＳ
（ソーシャルネットワークサー
ビス）を含めた各種情報媒体
の活用について適時検討す
るとともに実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

ＳＮＳを各課が開
設・活用する際の
指針となる「府中
市ソーシャルメ
ディアガイドライ
ン」を策定した。

ＳＮＳを各課が活
用できるように、
普及・啓発に努め
るとともに、引き
続き先進自治体
の取組み事例な
どを調査・研究す
る。

府中市ソーシャル
メディアガイドライ
ンの周知機会を
設けるため、各種
調整を行う。ま
た、専心自治体
の取組み事例を
調査・研究する。

計画通り
に進んで
いる

広報担当者説明
会で府中市ソー
シャルメディアガ
イドラインの周知
を図った。

ＳＮＳを各課が活
用できるように、
普及・啓発に努め
るとともに、引き
続き先進自治体
の取組み事例な
どを調査・研究す
る。

府中市ソーシャル
メディアガイドライ
ンの周知機会を
設けるため、各種
調整を行う。ま
た、先進自治体
の取組み事例を
調査・研究する。

※協働推進課
（Facebook、
twitter）、政策課：
ラグビー
（Facebook、
twitter）、経済観
光課（インスタグ
ラム）の導入が図
られた。

計画通り
に進んで
いる

広報担当者説明
会で府中市ソー
シャルメディアガ
イドラインの周知
を図った。

ＳＮＳを各課が活
用できるように、
普及・啓発に努め
るとともに、引き
続き先進自治体
の取組み事例な
どを調査・研究す
る。

府中市ソーシャル
メディアガイドライ
ンの周知機会を
設けるため、各種
調整を行う。ま
た、先進自治体
の取組み事例を
調査・研究する。

計画通り
に進んで
いる

広報紙やホーム
ページ、SNS
（twitter）などの
媒体で行政情報
を発信した。

情報発信に対し
て寄せられた市
民の意見などを
参考にしつつ、各
種施策を展開して
いく。

広報課

15 協働推進
課

全課

協働に取り組む市民や各活
動団体の代表者、職員等が
一堂に会して、テーマに応じ
たワークショップ形式で情報
交換できる機会を提供しま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民協働のまち
づくりカフェとし
て、テーマを設定
し、市職員による
ミニ講演とワーク
ショップを実施し
た。
なお、設定した
テーマは①自然
環境、②中心市
街地活性化、③ラ
グビーワールド
カップ2019、2020
オリンピック・パラ
リンピック、④障
害者差別解消法
【参加者数】
①23人・②34人・
③32人・④28人

2回目以降のテー
マ設定を各課か
ら提案いただいた
ものとしたため、
事業内容の充実
を図ることができ
たが、提案いただ
いたテーマと事業
タイトルの設定
が、一部分かりづ
らいものとなっ
た。

テーマと事業タイ
トルのかい離がな
いよう、協働先と
引き続き協議する
とともに、職員研
修の場としても活
用しているため、
効果的な実施方
法等も検討してい
く。

計画通り
に進んで
いる

市民協働のまち
づくりカフェとし
て、テーマを設定
し、市職員による
ミニ講演とワーク
ショップを実施し
た。なお、今年度
は東京2020オリン
ピック・パラリン
ピックに向けて、
各回テーマを設
定し行った。
①文化・教育・持
続可能性、②ス
ポーツ・健康・世
界への発信、③
経済・テクノロ
ジー・まちづくり、
④第1回から第3

庁内のテーマ応
募や市民協働推
進員以外の職員
の参加が少な
かった。

テーマ募集のタイ
ミングを工夫する
とともに、まちづく
りカフェに参加す
るメリットを明確に
することで、テー
マ応募や参加者
の増加を図ってい
く。
また、庁内からの
応募状況により、
市民にテーマ募
集をすることを検
討する。

計画通り
に進んで
いる

市民協働のまち
づくりカフェとし
て、テーマを設定
し、市職員による
ミニ講演とワーク
ショップを実施し
た。なお、設定し
たテーマは、
①まちのにぎわ
い・活性化、②防
災、③多文化共
生、④アイデアを
実現するための
ステップアップ編
【参加者数】
①35人②34人③
35人④12人　計
116人
【参加者満足度】

テーマ応募の方
法や期間を見直
したが、庁内の
テーマ応募や市
民協働推進員以
外の職員の参加
が少なかった。

引き続き、テーマ
応募や参加者の
増加を図っていく
とともに、テーマ
の設定方法を検
討していく。

計画通り
に進んで
いる

市民協働のまち
づくりカフェとし
て、テーマを設定
し、市職員による
ミニ講演とワーク
ショップを実施し
た。なお、設定し
たテーマは、
①インフラマネジ
メント、②東京
2020大会、③男
女共同参画
【参加者数】
①22人②24人③
23人　計69人
【参加者満足度】
①91％②91％③
93％

より多くの参加者
が集まるよう、従
来の実施方法に
とらわれず、情報
交換の機会を提
供する。

協働推進係

推進方策４　協働のコーディネート機能の育成

目標（１）協働のコーディネーターの育成及び活用

16 協働推進
課

養成講座を実施し、協働の
コーディネーターを育成しま
す。また、協働のコーディ
ネーター登録制度等、講座
修了生の学びを地域に還元
できる仕組みについて検討・
実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

前年度に引き続
き市民活動・協働
推進コーディネー
ター養成講座を
実施し、受講生に
はＮＰＯ・ボラン
ティア活動セン
ター主催事業の
企画・運営に携
わっていただい
た。

受講後の活用の
場の提供。

指定管理者との
協議のもと、協働
のコーディネー
ターを育成すると
ともに、他自治体
の先進事例等に
ついてさらに調
査・研究していく。

計画通り
に進んで
いる

前年度に引き続
き市民活動・協働
推進コーディネー
ター養成講座「”
つなぎすと府中”
養成講座」を実施
し、受講生には市
民活動センター主
催事業（プラッツ
ひろば）の企画・
運営に携わって
いただいた。

つなぎすとは市民
活動センターの事
業の補助員の養
成機関ではない
ので、主体的に活
動できるネット
ワークづくり、意
識づけを強化して
いく必要がある。

講座の目的・内容
をさらにブラッシュ
アップし、絞り込
んでいく。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管
※現状、コーディ
ネーター登録制
度は制定されて
いないが、今後
コーディネーター
養成講座の修了
生との関わり方を
含め、検討してい
く。

計画通り
に進んで
いる

「つなぎすと府中
養成講座」（全7
回）の開催。
修了生が市民活
動団体を作り活
動開始。

講座修了生をど
のように協働の
コーディネーター
として活躍しても
らうか、制度を検
討した。

「つなぎすと養成
講座」の受講生の
レベルがまちまち
で、講座に期待す
るものにばらつき
がある。

講座修了生がグ
ループを作り、積
極的に活動を始
めているが、コー
ディネーターとし
ては活動経験値
が不足している。

「つなぎすと養成
講座」に加え、修
了生を対象とした
「アドバンス講座」
を開催し、スキル
アップを図る。
経験値の不足を
補うための「つな
ぎすと実践塾（イ
ンターンシップ）」
を開催し、その修
了生には、コー
ディネーターとし
て仕事を依頼す
るなどの一連の
仕組みをトータル
で実施する。

計画通り
に進んで
いる

「つなぎすと府中
養成講座」（全8
回）の開催し、11
名が修了。

修了生対象に、
交流づくりとモチ
ベーションの維
持、更なるスキル
アップを目的とし
た「つなぎすとアド
バンスト講座」を3
回開催し、延べ41
名の参加。

実活動経験の不
足を帯びない、府
中でのネットワー
クづくりのために
「つなぎすと実践
塾」を実施し、活
動団体でのイン
ターンを体験して
もらい、「つなぎす
と」として認定する
コースを設け、6
名が参加、5名が
修了した。

継続して「つなぎ
すと養成講座」を
開催し、すそ野を
広げていく。
アドバンスト講座
でスキルアップ、
ネットワークとモ
チベーションの向
上を図る。
実践塾でコーディ
ネーターとしての
足掛かりをつかん
でもらう。

「つなぎすと」の実
践・活用の機会を
設ける。

市民活動センター

市民活動・市民協働に関する提供
情報の拡充

双方向のコミュニケーションに向け
た取組の検討・実施

市ホームページのコンテンツの充
実・活用

市民協働のまちづくりカフェの実
施

職員が公益的な活動に参加しや
すい環境の推進

協働のコーディネーターの育成及
び活用方法の検討

3 / 6 ページ



府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）　進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 回答担当

No 主管課推進方策・目標・施策 H29関係課

計画

R3

進捗状況

事業内容
R1

H30 R1H28
R2

17 協働推進
課

全課

協働に係る先進事例等の情
報を収集するとともに、各活
動団体とのコーディネート役
を担えるよう、各課に市民協
働推進員を配置するととも
に、各課において協働の取
組を更に推進できるよう、効
果的な活用を検討・実施しま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席のほか、市民
協働実感イベント
（府中若者会議）
や市民協働のま
ちづくりカフェへの
出席を通して、市
民との対話の大
切さを学ぶととも
に、どの課でも協
働ができることを
理解いただいた。
【推進員の数】
５１人

研修において、時
間外に集まること
が多いなど、負担
感を解消する必
要がある。
また、主任以上と
限定しているた
め、見直しを図る
必要がある。

平成29年度の職
員研修の講師と
協議し、負担感の
軽減を図るととも
に、主任以上とい
う対象の見直しを
図る。

計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席のほか、市民
協働のまちづくり
カフェへの出席を
通して、協働に必
要な対話の大切
さを学ぶとともに
個人・職員・事業
としてできることを
理解いただいた。
また、主任以上と
していた対象の見
直しを行った。
【推進員の数】
５２人

各課における協
働をより一層推進
するため、市民協
働推進員の役割
を十分に理解い
ただくとともに、協
働事業提案制度
についても理解い
ただくことで、提
案数の増加など
につなげる。

市民協働推進員
研修にて、オリエ
ンテーションとして
市民協働推進員
の役割と協働事
業提案制度など
について講義を
行う。

計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席のほか、市民
協働のまちづくり
カフェへの出席を
通して、協働に必
要な対話の大切
さを学ぶとともに
個人・職員・事業
としてできることを
理解いただいた。
また、研修のオリ
エンテーションで
市民協働推進員
の役割と協働事
業提案制度など
について講義を
行った。
【推進員の数】
５２人

市民協働推進員
の役割や研修内
容について、課に
よって認識にばら
つきがある。

課内・係内で研修
内容や学びを共
有してもらうよう
促す。

計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席のほか、市民
協働のまちづくり
カフェへの出席を
通して、協働に必
要な対話の大切
さを学ぶとともに
個人・職員・事業
としてできることを
理解いただいた。
また、研修のオリ
エンテーションで
市民協働推進員
の役割と協働事
業提案制度など
について講義を
行った。
【推進員の数】
５４人

課内・係内で研修
内容や学びを共
有してもらうよう
促す。

協働推進係

推進方策５　市民活動拠点施設等の有効活用

目標（１）協働の拠点としての市民活動拠点施設の活用

18 協働推進
課

より使いやすい施設とするた
めに、市民、各活動団体等
の利用者を中心に運営協議
会を設置し、意見を反映しま
す。

検討 検討 検討
計画通り
に進んで
いない

利用者アンケート
などを実施し、市
民意見を施設運
営へ反映させる
仕組み作りを開
始した。また、運
営協議会の設置
について検討を
行った。

より使いやすい施
設とするため、市
民の声を施設運
営へより反映させ
るための仕組み
の構築を検討す
る。

利用者アンケート
を引き続き実施し
たうえで、より多く
の市民の声を聞く
ため、投書箱を設
置する。また、そ
の声を施設運営
へ反映させるため
の仕組みの構築
を検討する。

計画通り
に進んで
いない

利用者アンケート
の実施、プラッツ
への手紙入れ
ボックスを設置
し、市民意見を反
映させる取り組み
を行った。
運営協議会の設
置は施設運営が
軌道に乗ってから
ということで保留
中。

市民の声をより施
設運営に反映さ
せ、使いっぱなし
にならない意識の
醸成が必要。

利用者アンケー
ト、日常のロビー
ワーク、プラッツ
への手紙のほ
か、「運営協議
会」の設置につい
ても引き続き検討
する。

計画通り
に進んで
いない

利用者アンケート
の実施、プラッツ
への手紙ボックス
の設置。また月2
回の相談所の開
設や日常的なロ
ビーワークにより
市民意見を反映
させる取り組みを
行った。

利用者アンケー
ト、日常のロビー
ワーク、プラッツ
への手紙のほ
か、運営協議会
の設置は次年度
の設置をめざす。

市民活動センター

目標（２）既存公共施設の活用方策の検討

19 建築施設
課

各公共施
設所管課

公共施設マネジメント の考
え方に基づく、既存公共施設
の在り方や機能の見直しに
当たっては、市民協働機能も
含めた市民ニーズを捉えた
活用ができるよう、各施設所
管課と検討を進めます。

継続実施 継続実施
検討結果
とりまと

め

計画通り
に進んで
いる

協働の推進のた
めの場としての活
用も含め、既存の
公共施設の活用
を取組の中心とし
た第１次府中市
公共施設マネジメ
ント推進プランに
定める各施設の
取組の進ちょく状
況の把握と取組
の推進を図った。

公共施設マネジメ
ントを推進してい
く中で生じている
課題があり、その
解決が協働の推
進のための場とし
ての既存公共施
設の活用に向け
た課題解決につ
ながるものと認識
している。

平成２９年度がプ
ランの最終年度と
なるため目標達
成に向けて働き
かける。
第１次推進プラン
の取組を踏まえ、
新たなプランを策
定する。

計画通り
に進んで
いる

協働の推進のた
めの場としての既
存公共施設の活
用を含めた公共
施設マネジメント
の取組について、
着実に推進してい
くため、第２次府
中市公共施設マ
ネジメント推進プ
ランを策定した。

既存公共施設に
ついて、老朽化の
進行状況や市の
財政状況も踏ま
えつつ、協働の推
進等の新たな市
民ニーズに対応
する必要がある。

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランに基
づき、着実に取組
が推進されるよう
に、適切な進行管
理を行う。

計画通り
に進んで
いる

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランで定
める各施設の取
組の進ちょく状況
の把握と取組の
推進を図った。

既存公共施設に
ついて、老朽化の
進行状況や市の
財政状況も踏ま
えつつ、協働の推
進等の新たな市
民ニーズを把握
し、対応する必要
がある。

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランに基
づき、着実に取組
が推進されるよう
に、適切な進行管
理を行う。

計画通り
に進んで
いる

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランで定
める各施設の取
組の進ちょく状況
の把握と取組の
推進を図った。

第２次推進プラン
に基づき、各施設
における取組の
適切な進行管理
を行う。また、令
和３年度末で第２
次推進プランの
計画期間が満了
するため、新たな
プランの策定に向
けて検討を行う。

建築施設課

目標（３）新庁舎における協働を支える場の整備

20 新庁舎建
設推進室

協働推進
課

府中市庁舎建設基本計画の
考え方を踏まえながら、新庁
舎建設の設計において計画
した、市民との協働を支える
場を整備します。

継続検討 継続検討 継続検討
計画通り
に進んで
いる

基本設計におい
て、新庁舎は、主
たる庁舎機能を
担う「おもや」のほ
か、庁舎機能を補
完し、市民協働を
支える「はなれ」を
配置し、市民と市
の協働のための
市民協働ラウンジ
などを計画した。

市民協働を支え
る「はなれ」の機
能として、他公共
施設の機能を考
慮しながら具体的
に運用方法等を
検討する必要が
ある。

現在進めている
実施設計におい
て、より具体的な
運用方法を視野
に入れながら
ハード面の整備を
検討する。

計画通り
に進んで
いる

実施設計におい
て、市民と市の協
働のための「市民
協働ラウンジ」の
具体的な設備等
を定めた。

市民協働ラウンジ
の具体的な運用
方法についてより
細かく定めていく
必要がある。

ハード面の整備と
して設計は完了し
たため、今後は、
工事に向けて市
民協働のあり方
等の動向に注視
していく。

全体工程に遅れ
が生じ、平成33年
度着工、平成35
年度におもや完
成、平成39年度
にはなれ完成とな
る予定。

計画通り
に進んで
いる

広報特別号の発
行により、「市民
協働ラウンジ」を
含め実施設計の
内容を周知した。

「はなれ」完成時
期を踏まえ、市民
協働ラウンジの具
体的な運用方法
について定めて
いく必要がある。

市民協働のあり
方等の動向に注
視していく。

令和元年5月に見
直しを行い、新庁
舎建設工事の着
工時期を令和3年
5月とし、しゅん工
を令和8年11月に
予定している。

計画通り
に進んで
いる

府中駅北第２庁
舎へ先行移転し
た市民協働推進
部において、新庁
舎で想定している
オフィスレイアウト
及び備品の試行
実施を行った。

市民協働ラウンジ
の備品の選定を
進めていくうえ
で、試行実施の
結果を反映すると
ともに、市民協働
のあり方等の動
向に注視しなが
ら、具体的な運用
方法について定
めていく必要があ
る。

新庁舎建設推進室

推進方策６　市民自身が市民の活動を支える環境づくり

目標（１）市民が市民の活動を資金面で支援する仕組みの検討

21 政策課 全課

市が推進する市民協働の取
組に賛同いただき、資金面で
支援いただける方からの善
意を汲み取りやすくするた
め、寄附に係る窓口の一本
化や手続の簡素化を図り、
寄附をしやすい環境づくりに
取り組みます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

寄附手続の簡素
化を図るため、平
成28年9月にイン
ターネット上の専
用ポータルサイト
から寄附手続が
行えるよう整備し
た。

返礼品の送付を
始めたばかりとい
うこともあり、本市
の魅力をＰＲする
返礼品の種類が
少ない。

市から市内企業
に積極的な声が
けを行うとともに、
説明会等を実施
し、返礼品の拡
大・拡充に努め
る。

計画通り
に進んで
いる

ふるさと納税を通
じて本市の魅力を
ＰＲするため、市
内事業者向けに
ふるさと納税の返
礼品掲載に係る
説明会を実施す
るなど、返礼品の
拡充を図った。ま
た、市内事業者だ
けではなく、「ボー
トレース平和島」
や「府中市美術
館」といった市施
設を活用した体験
型の返礼品も新
たに追加した。

寄附金額を一定
以上保つには、
定期的な返礼品
のリニューアルが
必要となるため、
新規の返礼品の
開拓や府中市を
ＰＲできる特産品
の開発など対応
しなければならい
ない。

スポーツチームの
協力によるイベン
トなど、体験型の
返礼品を実現で
きるよう、ノウハ
ウの構築と協力
企業との調整に
努める。
また、第6次府中
市総合計画の基
本目標で定める4
分野に係る事業
の財源として活用
する基金を創設
し、寄附金の積立
も可能とする。

計画通り
に進んで
いる

ふるさと納税を通
じて本市の魅力を
ＰＲするため、市
内事業者向けに
ふるさと納税の返
礼品掲載に係る
説明会を実施す
るなど、返礼品の
拡充を図った。

寄附金額を一定
以上保つには、
定期的な返礼品
のリニューアルが
必要となるため、
新規の返礼品の
開拓や府中市を
ＰＲできる特産品
の開発など対応
しなければならい
ない。

市から市内企業
に積極的な声が
けを行うとともに、
説明会等を実施
し、返礼品の拡
大・拡充に努め
る。

計画通り
に進んで
いる

ふるさと納税を通
じて本市の魅力を
ＰＲするため、市
内事業者向けに
ふるさと納税の返
礼品掲載に係る
案内を広報や
ホームページを活
用して実施し、返
礼品の拡充を
図った。

新規返礼品の開
拓や府中市をＰＲ
できる特産品の
開発等に対応す
るため、市から市
内企業に積極的
な声がけを行い、
返礼品の拡大・拡
充に努める。
また、市への寄附
を通じて、新型コ
ロナウイルス感染
症の影響で困難
な状況にある方を
支援できるよう、
感染症対策のた
めの寄附金を募
集する。

政策課

目標（２）コミュニティビジネス実施団体の育成及び支援

22 協働推進
課

コミュニティビジネスを実施す
る市民活動団体や企業等の
育成及び支援に取り組みま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

前年度に引き続
きコミュニティビジ
ネス啓発講座や
コミュニティビジネ
スガイダンス・個
別相談の開催を
通じて、コミュニ
ティビジネス実施
団体の育成・支援
を行った。

現役世代の活動
団体が増えてき
てるため、講座や
相談の曜日設設
定を検討する必
要がある。

指定管理者との
協議のもと、コミュ
ニティビジネスの
育成・支援に資す
る施策を実施す
る。

計画通り
に進んで
いる

引き続きコミュニ
ティビジネスガイ
ダンス・個別相談
の開催を通じて、
コミュニティビジネ
ス実施団体の育
成・支援を行っ
た。また、指定管
理者との協議の
もと、個別相談の
曜日や時間帯を
変更した。

コミュニティビジネ
スガイダンス・相
談の利用者数が
増加していないた
め、周知方法や
内容を見直し、よ
り市民利用しやす
くする。

講座や相談を周
知するためのチラ
シの変更や内容
の見直しを行い、
利用機会の増加
や質の向上を目
指し、コミュニティ
ビジネスの育成・
支援を進める。

平成29年度より
指定管理者業務
に移管

計画通り
に進んで
いる

SB/CB個別相
談、コミュニティビ
ジネス入門講座
（3クール）の開催
を通じて、SB/CB
の起業を促した。
起業支援コー
ナーの利用の促
進に注力し、利用
者の交流会を実
施するなど、ビジ
ネスチャンス獲得
のきっかけの場を
提供した。

SB/CBの起業家
育成のための、
地域内の他機関
との連携の場が
できていない。起
業支援スペース
のキャパシティが
少ない。

地域内の金融機
関、商工会議所・
経済観光課との
連携体制づくり。
テーマを特化した
SB/CB起業に関
連した連続講座
の検討。

計画通り
に進んで
いる

SB個別相談の開
催、起業支援コー
ナーの利用促
進、「ソーシャルビ
ジネスツアー」の
開催、たましん等
地域機関と連携し
たセミナーの開催
などに取り組ん
だ。

個別相談の利用
をよりしやすくす
るために、たまし
んの月1回の対応
以外にも柔軟に
対応できるよう
に、アドバイザー
の確保といつでも
マッチイングでき
る仕組みを作っ
た。起業支援コー
ナーの本来の目
的と減利用状況
の整合性を取る
ため、R2下期より
「ソーシャルビジ
ネスラボ」として目
的を明確にアピー
ルする方針を固
めた。

市民活動センター

市民協働推進員の設置

協働の推進のための場としての既
存公共施設に係る活用方策の検
討

寄附をしやすい環境の整備

コミュニティビジネス実施団体の育
成及び支援

新庁舎における協働を支える場の
整備

市民活動拠点施設の運営に係る
市民意見の反映
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府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）　進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 回答担当

No 主管課推進方策・目標・施策 H29関係課

計画

R3

進捗状況

事業内容
R1

H30 R1H28
R2

推進方策７　協働事業提案制度の整備

目標（１）協働事業提案制度の充実

23 協働推進
課

全課

市民が自由な発想に基づ
き、協働事業の実施を市に
対して提案をできる制度につ
いて、複数年度で実施できる
よう検討し、充実を図ります。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民提案型協働
事業進め方ガイド
ブックを作成し、
提案団体及び市
担当課がスムー
ズに事業を実施
できるよう改善を
図った。
【平成28年度提案
事業数】
３事業
【平成28年度実施
事業数】
２事業

事業の方向性が
固まっていない状
況で提案書の提
出があり、結果三
者打合せで時間
がかかってしまっ
た。

事前相談期間を
設けることで、提
案書の制度を高
めるとともに市民
及び担当課の負
担軽減を図る。

平成31年度提案
募集（平成30年度
実施）から事前相
談業務のみ指定
管理者に移行す
ることで、市民提
案型市民活動支
援事業助成金や
民間の助成金に
つなげるなど、よ
り一層効果的・効
率的な事業となる
よう検討を進め
る。

計画通り
に進んで
いる

事前相談期間を
設けることで提案
には至らなかった
が、相談件数の
増加につながっ
た。
事前相談数９事
業
【平成29年度提案
事業数】
４事業
【平成29年度実施
事業数】
２事業

協働事業提案制
度は単年度事業
であるため、市の
予算要求のスケ
ジュール上、次年
度以降担当課に
おける事業化に
は結び付きにく
い。

平成31年度提案
募集（平成30年度
実施）から複数年
度での提案が可
能となるよう関係
課と調整を行う。
また、制度への庁
内理解が不十分
であるため市民
協働推進員研修
や係長職対象研
修で周知を行う。

計画通り
に進んで
いる

平成31年度提案
募集（平成30年度
実施）から複数年
度での提案が可
能となるよう制度
の見直しを行っ
た。また、市民提
案型市民活動支
援事業助成金や
民間の助成金に
つなげるなど、よ
り一層効果的・効
率的な事業となる
よう事前相談業
務のみ指定管理
者に移行した。
【平成30年度提案
事業数】
5事業
【平成30年度実施
事業数】
3事業

平成31年度提案
募集（平成30年度
実施）から複数年
度での提案が可
能となったことか
ら、より一層制度
の周知と庁内理
解を推進する必
要がある。
また、事前相談業
務を指定管理者
に移行したことか
ら、指定管理者の
制度への十分な
理解が必要であ
る。

庁内へのより一
層の制度周知を
図るため、市民協
働推進員研修や
管理監督職対象
研修で周知を行
う。

計画通り
に進んで
いる

【令和元年度提案
事業数】
3事業
【令和元年度実施
事業数】
5事業

庁内へのより一
層の制度周知を
図るため、市民協
働推進員研修や
管理監督職対象
研修で周知を行
う。

24 協働推進
課

全課

市が定めた地域課題に係る
テーマに基づき、協働事業の
実施を市に対して提案できる
制度について、より活用しや
すい制度となるよう検討し、
充実を図ります。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

制度整備を行うと
ともに、市民提案
型協働事業と併
せて事業の周知
を実施した。

各課からの提案
が少ない傾向に
あるため、テーマ
の募集時期等を
含め、改善を図る
必要がある。

募集時期の見直
しから着手し、改
善が見られない
場合、他の取組と
連動させるなどの
検討を行う。

計画通り
に進んで
いる

募集時期の見直
しを行うとともに
協働可能性調査
において行政提
案型協働事業の
活用を呼び掛け
るなど、提案数増
加のための改善
を行った。
【平成29年度提案
事業数】
３事業
【平成29年度実施
事業数】
２事業

庁内からのテー
マ応募が少なく、
提案数も減少傾
向にある。

市民協働可能性
調査で行政提案
型協働事業の活
用を促す。
また、市民協働推
進員研修や今年
度から実施する
係長職対象研修
等で周知する。

計画通り
に進んで
いる

募集時期の見直
しを行うとともに
協働可能性調査
において行政提
案型協働事業の
活用を呼び掛け
るなど、提案数増
加のための改善
を行った。
【平成30年度提案
事業数】
1事業
【平成30年度実施
事業数】
1事業

庁内からのテー
マ応募が少なく、
提案数も減少傾
向にある。

応募の回答様式
を見直すとともに
テーマ応募時に
他市事例の紹介
など積極的に活
用を促す。

計画通り
に進んで
いる

応募の回答様式
を見直すとともに
テーマ応募時に
他市事例の紹介
を行うなど、積極
的に活用を促し、
提案数増加のた
めの改善を行っ
た。
【令和元年度提案
事業数】
1事業
【令和元年度実施
事業数】
1事業

庁内からのテー
マ応募が少なく、
提案数も減少傾
向にある。

協働推進係

25 協働推進
課

各活動団体が、様々な主体
との協働事業の実施を提案
できる仕組みについて、検討
し、整備します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

平成29年度の実
施に向け、調査・
研究を行った。

費用等制度設計
に課題が生じたた
め、引き続き検討
を進める必要が
ある。

早期実現のた
め、引き続き検討
を進める。

計画通り
に進んで
いる

市民活動センター
において、魅力的
な活動の発掘と、
立ち上げまもな
く、事業実施の経
験がない団体の
育成を目的に、
「プラッツと。」とし
て事業企画運営
で協働する団体
等を公募し、その
実施に向けて伴
走サポートを行っ
た。

市民活動センター
が「プラッツと。」
で中間支援組織
として提案団体の
伴奏サポートして
いく中で、様々な
主体の新たなつ
ながりが生まれて
いる。そのような
動向を踏まえて、
市においても引き
続き検討を行う。

計画通り
に進んで
いる

市民活動センター
において、魅力的
な活動の発掘と、
立ち上げまもない
事業実施の経験
がない団体の育
成を目的に、「プ
ラッツと。」として
事業企画運営で
協働する団体等
を公募し、その実
施に向けて伴走
サポートを行っ
た。

市民活動センター
が「プラッツと。」
で中間支援組織
として提案団体の
伴奏サポートして
いく中で、様々な
主体の新たなつ
ながりが生まれて
いる。そのような
動向を踏まえて、
市においても引き
続き検討を行う。

計画通り
に進んで
いる

市民活動センター
において、魅力的
な活動の発掘と、
立ち上げまもない
事業実施の経験
がない団体の育
成を目的に、「プ
ラッツと。」として
事業企画運営で
協働する団体等
を公募し、その実
施に向けて伴走
サポートを行っ
た。

市民活動センター
が「プラッツと。」
で中間支援組織
として提案団体の
伴奏サポートして
いく中で、様々な
主体の新たなつ
ながりが生まれて
いる。そのような
動向を踏まえて、
市においても引き
続き検討を行う。

協働推進係

目標（２）市の事務事業に係る協働事業化の検討

26 協働推進
課

全課

市の事務事業の協働の可能
性を検討するため、引き続き
協働可能性調査を実施しま
す。
また、調査結果を活用すると
ともに、事務事業評価制度や
政策会議などを通じ、新たな
協働事業の実施に係る提案
を促進します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

各主管部課で実
施している全事務
事業を協働の視
点で見直すことを
目的に、「協働可
能性調査」を実施
した。

協働可能性調査
の結果をもとに、
見直しの余地が
ある事業について
は協働事業評価
対象事業とし、協
働で実施していな
い事業について
は「行政提案型協
働事業」の制度を
活用するよう呼び
掛けているが、よ
り主管課が積極
的に協働の可能
性を検討する仕
組みが必要であ
る。

引き続き、調査項
目の見直しや、よ
り新たな協働事
業の実施に係る
提案が促進でき
るよう、改善を
図っていく。

計画通り
に進んで
いる

調査項目の見直
しを行い協働で実
施していない事業
について行政提
案型協働事業の
活用に結びつけ
られるよう、改善
を図るとともに、
調査方法につい
ても見直しを行っ
た。

協働で実施してい
ない事業につい
ては「行政提案型
協働事業」の制度
を活用するよう呼
び掛けているが、
より主管課が積
極的に協働の可
能性を検討する
仕組みが必要で
ある。

引き続き、調査項
目の見直しを行い
協働可能性調査
を通じて主管課が
より積極的に新た
な協働事業の実
施に係る提案や
職員提案などの
業務改善に結び
つけられるよう働
きかける。

計画通り
に進んで
いる

調査項目の見直
しを行い協働で実
施していない事業
について行政提
案型協働事業の
活用に結びつけ
られるよう、改善
を図るとともに、
調査方法につい
ても見直しを行っ
た。

協働で実施してい
ない事業につい
ては「行政提案型
協働事業」の制度
を活用するよう呼
び掛けているが、
より主管課が積
極的に協働の可
能性を検討する
仕組みが必要で
ある。

引き続き、調査項
目の見直しを行い
協働可能性調査
を通じて主管課が
より積極的に新た
な協働事業の実
施に係る提案や
職員提案などの
業務改善に結び
つけられるよう働
きかける。

計画通り
に進んで
いる

新たな協働事業
の実施に係る提
案を促進するた
め、職員研修や
庁内報にて「行政
提案型協働事業」
の周知を行うとと
もに、プラッツの
活用や企業との
連携に関する周
知を行った。

市の事務事業の
協働化の検討
や、新たな協働事
業の実施に係る
提案が促進する
よう、引き続き、
「行政提案型協働
事業」、プラッツ及
び企業連携の活
用について、周知
を行う。

協働推進係

推進方策８　協働を推進するための組織的な仕組みづくり

目標（１）協働事業の相談・提案に係る受付とマッチングに関するルールの整備

27 協働推進
課

市民や各活動団体から、協
働事業の実施等について相
談や提案を受ける場合や、
協働事業の提案がなされた
場合のマッチングの仕組み
など、協働事業に関する手
順などを示す庁内のルール
について更なる周知を図りま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」及び
「提案型協働事業
進め方ガイドブッ
ク」を作成した。

問合せが多い質
問をQ&Aとして掲
載するなど、引き
続き内容の充実
に取り組む。

計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。

提案型協働事業
の事前相談業務
が市民活動セン
ターに移るため、
市民への周知
や、市民活動セン
ターに市の取組
の方向性を理解
していただく必要
がある。

引き続き、問合せ
が多い質問の
Q&Aを更新する
ほか、市民活動
センターへの事前
レクや自治会回
覧等での周知を
図る。

計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。
また、市民活動セ
ンターと連携し、
協働事業提案制
度の周知のため
のパンフレット「あ
なたのやりたいを
応援するガイド」
を作成した。

引き続き、問合せ
が多い質問の
Q&Aを更新する
ほか、市民活動
センターと連携し
ながら制度周知
を図る。

計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。
また、市民活動セ
ンターと連携し作
成した、協働事業
提案制度の周知
パンフレット「あな
たのやりたいを応
援するガイド」を
改定した。

引き続き、問合せ
が多い質問の
Q&Aを更新する
ほか、市民活動
センターと連携し
ながら制度周知
を図る。

協働推進係

目標（２）協働の推進に資する体制づくり

28 協働推進
課

協働事業の進捗状況等につ
いて、連絡調整を行うため、
協働事業を実施する関係部
署において構成する市民協
働推進委員会を設置すると
ともに、更なる活用を図りま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

引き続き市民協
働の推進に係る
各種事業の実施
結果の報告や、
意見交換等を通
して、連絡調整を
行うとともに、協
働事業評価対象
事業の抽出を
行った。
【開催回数】
４回

各課において協
働を推進できるよ
うな働き掛けにつ
いて、より意見を
いただく必要があ
る。

継続して当該委
員会を設置し、関
係部署との連絡
調整を行ってい
く。

計画通り
に進んで
いない

引き続き市民協
働の推進に係る
各種事業の実施
結果の報告や、
意見交換等を通
して、連絡調整を
行うとともに、協
働事業評価対象
事業の抽出を
行った。
【開催回数】
２回

協働可能性調査
の実施時期の見
直し等により適切
なタイミングに開
催ができず、情報
交換の機会が
減ってしまった。

適切な時期に委
員会を開催し、よ
り効果的・効率的
に情報交換がで
きるよう取り組ん
でいく。

計画通り
に進んで
いる

引き続き市民協
働の推進に係る
各種事業の実施
結果の報告や、
意見交換等を通
して、連絡調整を
行うとともに、協
働事業評価対象
事業の抽出を
行った。
【開催回数】
3回

各課において協
働を推進できるよ
うな働き掛けにつ
いて、より意見を
いただく必要があ
る。

継続して当該委
員会を設置し、関
係部署との連絡
調整を行ってい
く。

計画通り
に進んで
いる

引き続き市民協
働の推進に係る
各種事業の実施
結果の報告や、
意見交換等を通
して、連絡調整を
行うとともに、協
働事業評価対象
事業の抽出を
行った。
【開催回数】
1回

継続して当該委
員会を設置し、関
係部署との連絡
調整を行ってい
く。

協働推進係

協働推進課 協働推進係

行政提案型協働事業提案制度の
充実

市民協働推進員の設置

市民協働推進委員会の設置

様々な主体による協働事業の提
案の仕組みの検討

協働事業の相談・提案に係る受付
とマッチングに関するルールの周
知

市の事務事業に係る協働事業化
の推進

市民提案型協働事業提案制度の
充実
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府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）　進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 回答担当

No 主管課推進方策・目標・施策 H29関係課

計画

R3

進捗状況

事業内容
R1

H30 R1H28
R2

29 協働推進
課

協働の推進に係る取組の進
捗状況等について評価・検
証を行うとともに、基本方針
や市民協働推進行動計画の
見直し、条例制定等について
調査・研究を行うため、市民
や学識経験者等で構成する
市民協働推進会議を設置し
ます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

協働事業の評価
を行うとともに、提
案型協働事業の
選定を実施。

【開催回数】
５回

協働事業の評価
及び提案型協働
事業の選考のほ
か、平成29年度
については、行動
計画の中間見直
しと協働の推進に
関する条例の要
否を含めた検討
を行うため、限ら
れた時間の中で
効果的な会議運
営が求められる。

スムーズな会議
の運営となるよ
う、資料を事前送
付する際に、次回
会議の論点のポ
イントを記載する
など工夫する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定、行
動計画の中間見
直し、協働の推進
に関する条例の
要否を含めた検
討を行った。

【開催回数】
５回

評価項目の見直
しを含め、より効
果的・効率的にヒ
アリングが実施で
きるよう検討する
必要がある。

ヒアリング及び評
価を効果的に行う
ことができるよう、
事前に委員より、
効果的な質問事
項の調査を行い
共有を行う。
また、条例の要否
を踏まえた検討に
当たり、都内の事
例を含めスムー
ズな会議の運営
となるよう、資料
を事前送付する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定、協
働の推進に関す
る条例の要否を
含めた検討を行っ
た。
また評価項目や
評価方法の見直
しの検討を行っ
た。

【開催回数】
５回

より効果的・効率
的にヒアリングが
実施できるよう検
討する必要があ
る。

ヒアリング及び評
価を効果的に行う
ことができるよう、
実施方法の見直
しを検討する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定を
行った。
また評価項目や
評価方法の見直
しの検討を行っ
た。

【開催回数】
３回

ヒアリング及び評
価を効果的に行う
ことができるよう、
実施方法の見直
しを検討する。

協働推進係

目標（３）政策形成過程への参画のための公募委員制度の拡充

30 政策課

市の施策の検討等を行う際
に、広く市民の意見を聞くた
め、附属機関等を設置する
際には、公募委員制度を積
極的に採用するとともに、よ
り市民が参画しやすいよう、
制度を拡充します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いない

H28.4.1現在
50.0％（前年比
0％）

専門的な知識、
経験を有する者を
委員とする場合
や設置期間が長
い機関について
は、改善が困難
である。

公募委員が在籍
する附属機関等
の割合が増加す
るよう、関係課に
働きかけを行って
いく。

計画通り
に進んで
いない

H29.4.1現在
46.3％（前年比-
3.7％）

専門的な知識、
経験を有する者を
委員とする場合
や設置期間が長
い機関について
は、改善が困難
である。

公募委員が在籍
する附属機関等
の割合が増加す
るよう、関係課に
働きかけを行って
いく。

計画通り
に進んで
いない

H30.4.1現在
44.9％（前年比-
1.4％）

専門的な知識、
経験を有する者を
委員とする場合
や設置期間が長
い機関について
は、改善が困難
である。

公募委員が在籍
する附属機関等
の割合が増加す
るよう、関係課に
働きかけを行って
いく。

計画通り
に進んで
いない

H31.4.1現在
45.1％（前年比
+0.2％）

各附属機関等の
委員選任に係る
調整を適正に行
い、公募委員が
在籍していない機
関等については
積極的な採用が
なされるよう関係
課に働きかけて
いく。

専門的な知識、
経験を有する者を
委員とする場合
や設置期間が長
い機関について
は、改善が困難
である。

政策課

推進方策９　協働事業の評価・検証の仕組の整備

目標（１）評価・検証の手法の検討・整備

31 協働推進
課

全課

市民と市とが実施した協働
事業について、市民と市それ
ぞれの立場から、整備をした
評価・検証の手法に基づき
点検・評価を行い、課題や改
善点を共有するとともに、具
体的な改善に取り組みます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

協働事業等評価
制度に基づき評
価を実施し、評価
結果を事業実施
者に共有した。ま
た、庁内で報告す
るとともに、市
ホームページにお
いて公表した。

評価結果に基づく
改善点について
把握する必要が
ある。

評価対象事業に
ついて後追い調
査を実施するな
ど、改善の取組を
把握する。

計画通り
に進んで
いない

協働事業等評価
制度に基づき評
価を実施し、評価
結果を事業実施
者に共有した。ま
た、庁内で報告す
るとともに、市
ホームページにお
いて公表した。

実績調査等の実
施時期の見直し
等により、評価対
象事業の後追い
調査について、事
業への反映等タ
イミングを含めて
検討する必要が
あったため、未実
施となった。

評価結果の公表
とあわせ、評価対
象事業について
後追い調査を実
施し、改善の取組
を把握する。

計画通り
に進んで
いる

評価結果の公表
とあわせ、評価対
象事業について
後追い調査を実
施し、改善の取組
の把握を行った。

引き続き、評価結
果の公表とあわ
せ、評価対象事
業について後追
い調査を実施し、
改善の取組を把
握する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業等評価
制度に基づき評
価を実施し、評価
結果を事業実施
者に共有した。ま
た、庁内で報告す
るとともに、市
ホームページにお
いて公表した。

引き続き、評価結
果の公表とあわ
せ、評価対象事
業について後追
い調査を実施し、
改善の取組を把
握する。

協働推進係

協働推進課

推進方策１０　協働の取組を効果的に進めるための行動計画の策定及び条例の整備

目標（１）市民協働推進行動計画の進行管理の実施

32 協働推進
課

市民協働を効果的に推進す
るため、社会経済情勢の変
化等を踏まえ、市民協働推
進行動計画の見直しを行い
ます。

検討
完了（目
標を達
成）

平成２７年度、２８
年度の取組内容
の進捗を踏まえ、
市民協働推進会
議での検討及び、
パブリックコメント
を実施し、平成３
０年度から３３年
度までの期間の
計画を策定した。
【冊子】
300冊

協働推進係

33 協働推進
課

市民協働の効果的な推進に
向けて、他自治体における
先進的な協働事例等につい
て、調査・研究を行います。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

他市との情報交
換や研修等を通
じ、先進的な協働
事例等について、
調査・研究を実施
した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

計画通り
に進んで
いる

他市との情報交
換や研修等を通
じ、先進的な協働
事例等について、
調査・研究を実施
した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

計画通り
に進んで
いる

他市との情報交
換や研修等を通
じ、先進的な協働
事例等について、
調査・研究を実施
した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

計画通り
に進んで
いる

他市との情報交
換や研修等を通
じ、先進的な協働
事例等について、
調査・研究を実施
した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

協働推進係

34 協働推進
課

市民協働の進捗状況や成果
等を把握するとともに、効果
的な推進方策を検討し、市
民協働推進行動計画の見直
し等に反映するため、適宜、
市民や各活動団体、職員等
に対し、アンケート調査を実
施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

協働推進係

協働推進課

目標（２）市民協働の推進に関する条例の制定に係る調査・研究の実施

35 協働推進
課

条例を制定している先行事
例について調査を行うととも
に、その要否を含め、条例制
定の課題等について研究し
ます。

検討結果
に応じ対

応

検討結果
に応じ対

応

検討結果
に応じ対

応

計画通り
に進んで
いる

全国813市のホー
ムページから、市
民協働の推進に
関する条例の制
定状況について
調査を実施した。

市民協働推進会
議において、検討
を行う。

計画通り
に進んで
いる

先進事例である、
長崎市への視察
を実施したほか、
協働に関する条
例制定市93市の
うち、人口規模が
同程度の自治体9
市に調査を実施し
た。

引き続き、市民協
働推進会議にお
いて、検討を行
う。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進会
議において、検討
を行い、後期基本
計画における各
施策の取組の協
働による成果をふ
まえ、改めて判断
することにした。

後期基本計画に
おける各施策の
取組の協働によ
る成果や他市事
例に注視してい
く。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進会
議において、検討
を行い、後期基本
計画における各
施策の取組の協
働による成果をふ
まえ、改めて判断
することにした。

後期基本計画に
おける各施策の
取組の協働によ
る成果や他市事
例に注視してい
く。

協働推進係
市民協働の推進に関する条例の
制定に係る調査・研究の実施

協働に関する事例等の調査・研究
の実施

市民協働推進行動計画の見直し

市民協働推進会議の設置

市民協働推進会議の設置

協働に関する各種アンケート調査
等の実施

評価結果等の共有及び改善に向
けた取組の実施

市民協働推進会議（仮称）の設置

附属機関等に係る公募市民枠の
拡充
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